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商業地の地価公示価格の動向（平成９年度～平成26年度） 

全国 三大都市圏 地方圏 

○ 平成9年から平成17年まで

毎年5％超の水準で下落が

続いた 

○ 平成19年から上昇に転じ、

２年連続で上昇したが、平成

21年から下落に転じた 

○ 平成22年以降、下落幅は

縮小傾向 

○ 平成9年から平成14年まで

全国平均を上回る水準で下

落が続いていたが、その後

下落幅が縮小 

○ 平成18年から上昇に転じ、

平成19、20年は高い水準で

上昇 

○ 平成22年以降、下落幅は

縮小傾向 

○ 平成26年に上昇に転じる 

○ 平成9年から平成2４年まで

一貫して下落が継続 

○ ４年連続して下落幅は縮小

したが、平成21年から下落

幅が拡大した 

○ 平成22年以降、下落幅は

縮小傾向 

(%) (%) 

H9 12 15 18 21 24 H9 12 15 18 21 24 

(%) 

H9 12 15 18 21 24 

※国土交通省「地価公示」に基づき作成 
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価
額
） 

70 

60 

80 

課税標準額の上限の設定 

（上限以上の負担水準の土地の課税標準額の引下げ）  

75 

（％） 

100 

負担調整措置 

課税標準額の是正措置を停止 

（前年度課税標準額に据置き） 

課税標準額の据置特例の概要 

H9～H11 H12～H13 H14～H23 H24～H25 H26 

商業地等 60%～80% 60%～75% 60%～70% 

住宅用地 80%～100% 90%～100% 廃止 

〈据置特例の適用対象となる負担水準（※）の推移〉 

〈現行の商業地等の課税〉 
※負担水準＝前年度の課税標準額／今年度の評価額×特例率（小規模住宅：1/6、一般住宅：1/3） 

据
置
特
例
創
設 

 

ゆるやかな課税標準額の上昇 

評価額（地価公示価格×７割） 

課税標準額 

＜具体例Ⅰ＞ 

A市の商業地B（148㎡） 

H26課税標準額 ＝ 約4,855万円 

 （※約6,935万円×70％） 

H26税額 ＝ 約 ６８ 万円 

H26評価額：約 6,935万円  

課税標準額の上限額（評価額×70％） 

で課税されている土地 

＜具体例Ⅱ＞ 

A市の商業地C（148㎡） 

H26課税標準額 ＝ 約4,561万円 

 （※約7,601万円×60％） 

H26税額 ＝ 約 ６４ 万円 

   課税標準額が評価額×70％
の場合･･･  約 ７４ 万円 

H26評価額:約 7,601万円 

据置特例が適用されている土地 

○据置特例により税負担が評価額と逆転している例 

据置特例水準以上の 
土地の割合 

【平成26年度】 

99.5％ 
（平成９年度30.9％） 
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据置措置を継続した場合の今後の影響について 

《据置ゾーンを継続した場合における課税標準額の分布の状況の変化（イメージ）》 

 ・ 評価額が上昇し、負担
水準が低下。 

 ・ 課税標準額が評価額
×60％に近づく。 

○地価が上昇する場合  
 

○地価が下落する場合  
 

 ・ 評価額が下落し、負担
水準が上昇。 

 ・ 課税標準額が評価額
×70％に近づく。 

 負担水準  =   
前年度の課税標準額

今年度の評価額
 

（１）地価が上昇している土地 

（２）地価が下落している土地 

評価額 ⇒ 

⇒ 評価額 

負担水準 

負担水準 

【平成27年度に据置ゾーンを 
継続した場合のイメージ】 

【 平成26年度】 【平成30年度も据置ゾーンを 
継続した場合のイメージ】 

評価額が
更に３年間

上昇（※） 

評価額が  
更に３年間

下落（※） 
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60 
未満 

評価額が  
上昇（※） 

評価額が  
下落（※） 

※地価上昇は平均＋1.0%（全体を5等分して、各々、+2%、+1.5%、+1%、+0.5%、±0%の変動）、地価下落は平均▲1.0%（全体を5等分して、各々、▲2%、▲1.5%、▲1%、▲1%、±0％の変
動）と仮定。 
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特
例
率
）） 

（前年度課税標準額／評価額（×特例率）） 

宅地等 

農地方式 

宅地等と農地の負担調整措置（税負担上昇幅の抑制措置）について 

前年度課税標準額×1.1 

前年度課税標準額×1.075 

前年度課税標準額×1.05 

前年度課税標準額×1.025 

前年度課税標準額 × 1.025 

前年度課税標準額 × 1.05 

前年度課税標準額 × 1.075 

前年度課税標準額 × 1.1 
 

80% 

90% 

＜一般農地、一般市街化区域農地＞ 

70% 
※２ 

      前年度課税標準 

     ＋評価額（×特例率※1）×5% 

 

 
 

20% 
※２ 

＜宅地、雑種地、 特定市街化区域農地等＞ 

評価額（×特例率※1）×20% 
へ引上げ 

負担調整措置（税負担上昇幅の抑制措置） 
○ 宅地等 ： 今年度課税標準額 ＝ 前年度の課税標準額に今年度評価額（× 特例率 ）の５％を加えた額 

○  農  地  ： 今年度課税標準額 ＝ 前年度の課税標準額に負担調整率を乗じた額 

※１ 小規模住宅用地：1/6 、一般住宅用地、一般市街化区域 
   農地、特定市街化区域農地：1/3 
※２ 前年度課税標準額の評価額（×特例率）に対する割合 
※３ 右表は、平成26年度「固定資産の価格等の概要調書」に

よる。 

現在の 
負担額 

6,089円/人 31,708円/人 51,039円/人 58,602円/人 45,920円/人 

5,783円/10a 46,191円/10a 87,515円/10a 91,244円/10a 50,926円/10a 

納税義務者数 2.6万人（3.9%） 6.5万人（9.6%） 10.1万人（15%） 12.7万人（19%） 35.2万人（52.5%） 

（本則） 

55 

【一般市街化区域農地の負担水準別の平均負担額】 

宅地等 

農地方式 
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（年度） 

負担水準別の負担調整の推移の比較 

  ○ 負担水準20％超では、宅地に係る負担調整措置のスピードとの差異はあまりない（一部では逆転が生じている）。 

0.3% 

0.6% 

1.3% 

2.6% 

4.0% 

5.2% 

6.2% 

8.1% 

11.1% 

60.6% 

0% 50% 100%

10未満 

10以上 

20未満 

20以上 

30未満 

30以上  

40未満 

40以上  

50未満 

50以上 

 60未満 

60以上  

70未満 

70以上  

80未満 

80以上  

90未満 

90以上 

 一般市街化区域農地における 
負担水準別の割合（課税標準額 ベース）       現行の農地方式 

      宅地方式 
       

（負担水準別の負担調整の推移） 

負担水準 0～20％ 20％～40％ 40％～60％ 60％～80％ 80％～100％ 

現在の 
平均負担額 

7,226円/人 28,761円/人 43,785円/人 53,104円/人 49,466円/人 

7,033円/10a 41,759円/10a 71,608円/10a 87,515円/10a 59,658円/10a 

【 一般市街化区域農地における負担水準別の平均負担額】 

②20％の場合 

③40％の場合 

④60％の場合 

①  5％の場合 

※１ 負担水準＝前年度課税標準額／評価額×市街化区域農地特例率（1/3） 
※２ 平成26年度「固定資産の価格等の概要調書」（総務省）による。    

（％） 
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農地の負担水準別の割合（平成26年度） 
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54.4% 
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54.9% 

8.3% 
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一般農地 （4,676,000㏊） 

 

34.4% 
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4.0% 

2.6% 

1.3% 
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一般市街化区域農地 （50,100㏊） 

 
特定市街化区域農地  （12,900㏊） 

【 

地 

積 

】 

【 

課
税
標
準
額 

】 

○一般市街化区域農地においては、税負担の均衡化が、他の地域に比べて進んでいない状況。 

※１ 負担水準（＝「前年度課税標準額／当該年度評価額（×特例率）」）（％）を表側にとり、それぞれの水準ごとに、【地積】については「当該水準の当該年度地積/当該年度地積総計」（％）、 
   【課税標準額】については「当該水準の当該年度課税標準額/当該年度課税標準額総額」（％）を示したものである。 
※２ 各年度、「固定資産の価格等の概要調書」（総務省）による。    ※３ 割合の計は四捨五入により合わないことがある。 7



固
定
資
産
評
価
額
（
地
価
公
示
価
格
等×

７
割
） 

33.3％ 
（100×1/3） 

100％ 100％ 100％ 

 
 

据置 

課税標準額の上限 
＝評価額×70％ 

70％ 

60％ 

特例 
（１／６） 

特例 
（１／３） 

16.7％ 
（100×1/6） 

前年度課税標準額＋ 
評価額×1/6×５％ 

＝〔A〕 

〔B〕 
〔B〕 

〔B〕 

前年度課税標準額＋ 
評価額×1/3×５％ 

＝〔A〕 

前年度課税標準額＋ 
評価額×５％ 

＝〔A〕 

〔B）は、〔A〕が評価額（又は評価額×住宅用地特例率）×20％を下回る場合は20％に引上げ 

前年度課税標準額＋ 
評価額×５％ 

＝〔A〕 

〔B〕 

100％ 

固定資産税に係る宅地等の課税の仕組み（平成27年度～平成29年度）（案） 

○ 商業地等に係る据置特例、住宅用地特例や商業地等の課税標準額の特例については引き続き措置。 

○ 商業地等に係る据置特例のあり方や異なる用途の土地間の負担の公平化については、次期評価替えに向け、

引き続き検討。 

小規模住宅用地 一般住宅用地 商業地等の宅地 

住宅用地以外の宅地 200㎡以下の部分 200㎡を超える部分 
（家屋の床面積の10倍まで） 

雑種地、一般山林等 

0 0 0 0 
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前年度課税標準額×1.025 

前年度課税標準額×1.05 

前年度課税標準額×1.075 

前年度課税標準額×1.10 

〔B〕 

固定資産税に係る農地の課税の仕組み（平成27年度～平成29年度）（案） 

一般農地 

特例（１／３） 

100％ 

70％ 

0 

100％ 

20％ 

0 

 

固
定
資
産
評
価
額 

（宅
地
並
評
価
） 

前年度課税標準額＋ 
評価額×1/3×５％ 

＝〔A〕 

90％ 

80％ 

前年度課税標準額×1.025 

前年度課税標準額×1.05 

前年度課税標準額×1.10 

特例（１／３） 

90％ 

前年度課税標準額×1.075 

100％ 

80％ 

70％ 

0 

一般市街化区域農地 特定市街化区域農地 
（三大都市圏の市街化区域農地） 

 

固
定
資
産
評
価
額 

（農
地
評
価
） 

〔B）は、〔A〕が評価額×1/3×20％を下回る場合は20％に引上げ 

○ 農地に係る現行と同様の負担調整措置を継続。 

○ 税負担の公平性の確保及び制度の簡素化を図るため、他の地目と整合をとる観点等から引き続き検討。 
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不動産取得税の税率の特例措置・宅地評価土地の課税標準の特例措置の 
適用期限の延長（案） 

 

下記特例の３年間延長（平成３０年３月３１日まで）  

  ○ 住宅・土地に係る税率の特例（４％→３％） 

  ○ 宅地評価土地（住宅用地・商業地等）に係る課税標準の特例（評価額を１／２に圧縮） 

   ※いずれも平成２７年３月３１日までの措置 

【税率の特例の変遷】 

※ 住宅用地については、税額の４分の１を減額する特例により実質３％としていたもの。  

（固定資産税評価額） 
 

地価公示価格×７０％ 
（課税標準の特例） 

１／２ 

（税率の特例） 

３％ 
＝ × × 

【宅地評価土地（住宅用地・商業地等）に係る税額の算定方法】 

税額 

区     分 Ｓ２９～S５５ Ｓ５６～Ｈ１４ Ｈ１５～Ｈ１７ Ｈ１８～Ｈ１９ Ｈ２０～Ｈ２６ 

本     則 ３％ ４％ ４％ ４％ ４％ 

特 例 

住宅、住宅用地 
土 地 

３％ 
４％（※） 

３％ ３％ ３％ 
家 屋 ３％ 

店舗、事務所、 

商業地等 

土 地 
３％ ４％ ３％ 

３％ ３％ 

家 屋 ３．５％ ４％ 

特例の内容 

～Ｈ５ Ｈ６ Ｈ７ Ｈ８～ 

措置なし １／２ ２／３ １／２ 

【課税標準の特例の変遷】 
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固定資産税に対する地方財政審議会意見（平成26年12月19日） 

第二 平成27年度地方税制改正等への対応 

 ４ 固定資産税のあり方 

（１）固定資産税に関する負担調整措置等  
  固定資産税においては、土地及び家屋について、３年に１回、価格の変化を反映する評価替えを行うとともに、価格変動に伴う  
 税負担の激変を緩和するための負担調整措置等も併せて検討を行っているが、平成27年度は評価替えの年に当たる。  
  土地に係る固定資産税については、平成６年度に評価の均衡化・適正化を目的に、地価公示価格等の７割を目途に評価を行う 
 「７割評価」を行ったことから、評価額に対する税負担の水準について、大幅に低下する市町村があったことに加え、土地間での 
 大きなばらつきが生じた。  
  こうしたことを踏まえ、税負担の上昇を緩やかにする措置を講じるとともに、税負担の均衡化の達成を早めるため、住宅用地の 
 課税標準の特例（住宅用地特例）の特例率の拡大（200㎡までの小規模住宅用地１／４→１／６、200㎡を超える一般住宅用地１／ 
 ２→１／３）等の措置を講じたところである。  
  平成９年度には、税負担の水準の高めの土地と低めの土地との間の均衡化を達成するまでの間の措置として、負担の水準が高め 
 の土地について課税標準額を引き下げ又は据え置く特例措置（据置特例）を講じている。  
  これらの措置により税負担の激変を緩和しつつ、時間の経過の中で、住宅用地や商業地等それぞれの用途における土地間の税負 
 担の不均衡是正が着実に進み、均衡化が進んできたところである。  
  そのような中、現行の負担調整措置では、宅地等と農地で前年度からの税負担増の上限を定める方式が異なっている。宅地等と 
 農地を比較すると、税負担が低い水準では農地の上限の方が低い一方、一定程度の水準に達すると農地の上限の方が高くなること 

 や、農地について、負担調整に用いる倍率が変更となる負担水準の付近で逆転現象が起こる、10年以内に宅地化すべきとされてい 

 る一般市街化区域農地が極めて低い負担水準に長期間とどまってしまうといった不合理な部分もあることから、負担増の上限を定 

 める方式の統一等の簡素化を検討すべきである。  

  また、平成24年度改正においては、住宅用地において、据置特例の対象土地の間の負担の均衡化をさらに推進するため、当該特 

 例を段階的に廃止することとされた。その一方で、引き続き講じられることとされた商業地等に係る据置特例については、商業地 

 等における不均衡是正が平成24年度改正当時の住宅用地よりも進捗している状況等にある。そのような状況に鑑み、今後、デフレ 

 脱却の動向を見極めつつ、税負担の均衡化をさらに推進する観点から見直しを検討すべきである。  

  一方、平成６年度に拡大された住宅用地特例の1/6、1/3という大幅な軽減は、商業地等の他用途の土地や他の資産（家屋及び償 

 却資産）に係る税負担とのバランスを失しているのではないかなどの指摘もある。  

  また、固定資産税収は、平成11年度のピーク時（約9.3兆円）と比較して、平成24年度では約８千億円減少し、長期的には低落 

 傾向であるが、社会保障や地方創生等、今後ますます増大する市町村の財政需要を支えるため、その充実確保を検討していくこと 

 が必要である。  

  こうした状況を踏まえると、制度改正による急激な税負担の増加には配慮する必要があるが、住宅用地特例や、商業地等の課税 

 標準の上限（評価額の70％）のあり方等を含め、市町村の重要な基幹税源である固定資産税の充実を図るための議論を進めていく 

 ことが重要である。 

○「平成27年度地方税制改正等に関する地方財政審議会意見」（抄）                     
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平成27年度税制改正大綱（固定資産税関係部分抜粋） 

平 成 2 6 年 1 2 月 3 0 日 
自 由 民 主 党 
公 明 党 

第一 平成27年度税制改正の基本的考え方 

 

Ⅳ 固定資産税 

  固定資産税は、市町村財政を支える基幹税であり、今後ともその税収の安定的な確保が不可欠である。 

  土地に係る固定資産税については、商業地等の据置特例の対象土地における税負担の不均衡や、現行の一

般市街化区域農地の負担調整措置により生じている不均衡等の課題があるものの、平成９年度から負担水準

の均衡化を進めてきた結果、負担水準の均衡化は相当程度進展してきている状況にある。一方、地価の状況

は、アベノミクスにより、東京都心部は上昇し、地方圏も下げ止まりつつあるものの、力強さに欠ける状況

にある。 

  このような状況及び現下の最優先の政策課題はデフレ脱却であることを踏まえ、平成27年度から平成29年

度までの間、土地に係る固定資産税の負担調整の仕組みと地方公共団体の条例による減額制度を継続する。 

  その一方、今後、デフレから脱却し、地価が一定程度の上昇に転じる場合には、商業地等の負担水準がば

らつき、負担の不均衡が再拡大する等の問題が生じ、商業地等の据置特例等の負担調整措置の見直しが必要

となると考えられる。 

  また、農地に関しては、早期の宅地化を期して市街化区域に編入された農地の税負担が長期にわたって低

い状態にとどまるため、長く市街化区域内で営農されている農地との間での不均衡等の課題も生じている。

これについては、都市農業の振興に係る措置の検討と併せて、検討を進める必要がある。 

  これらを踏まえ、次期評価替えまでの間において、デフレ脱却の動向を見極めつつ、これらの課題への対

処について検討を進めるとともに、税負担の公平性や市町村の基幹税である固定資産税の充実確保の観点か

ら、異なる用途の土地や他の資産との間の税負担の均衡化等、固定資産税の今後を見据えた検討を行う。 
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特例関係 
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【参考】住宅用地特例の概要 

区  分 土地の利用状況と面積区分 
本則課税標準額 

固定資産税 都市計画税 

小規模住宅用地 

住宅の敷地 

 200㎡以下の部分 価格×１／６ 価格×１／３ 

一般住宅用地 
 200㎡を超える部分 

（家屋の床面積の10倍まで） 
価格×１／３ 価格×２／３ 

空き家の除却等を促進するための固定資産税・都市計画税に係る所要の措置（案） 

背  景 

改正の内容 

○ 管理不全の空家の除却・適正管理を促進するため、空家等対策の推進に関する特別措置法の規定による必要

な措置の勧告の対象となった特定空家等に係る土地について、住宅用地特例の対象から除外する。 

○ 臨時国会において、空家等に関する施策に関し、国による基本指針の策定や市町村による対策計画の作成等を定

める「空家等対策の推進に関する特別措置法」が成立。 

【参考】空家等対策の推進に関する特別措置法（平成26年法律第127号）の内容 

・ 周辺の生活環境の保全を図るために放置することが不適切な状態にある空家等を「特定空家等」と定義。 

・ 市町村長が特定空家等の所有者等に対し、必要な措置をとるよう助言・指導、勧告、命令等を行うことが可能。 

・ 「市町村が行う空家等対策計画に基づく空家等に関する対策の適切かつ円滑な実施に資するため、必要な税制上の措置その他の
措置を講ずる」旨も規定。 

○ 専ら人の居住の用に供する家屋の敷地については、課税標準の特例措置（住宅用地特例）が講じられている。 

※居住の用に供する見込みがないものについては対象外 
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北海道新幹線の開業に伴う固定資産税の課税標準の特例措置の拡充（案） 

① 新幹線鉄道の新たな営業路線の開業のために新設された線路設備等に係る特例措置の拡充 
 
  特例の概要 
 
   課税標準を最初の５年度分、価格の１／６、その後の５年度分１／３とする。 
    ※三島特例（１／２）との連乗あり 

 
  改正の内容 
 
   対象路線（※）に、北海道新幹線（平成２７年度末開業予定）を追加 
 

    ※現行は、東北新幹線、北陸新幹線及び九州新幹線 

 
 
② 青函トンネルの鉄道施設に係る特例措置の拡充 
 
  特例の概要 
 
   課税標準を価格の１／６とする。 
    ※三島特例（１／２）との連乗あり 

 
  改正の内容 
 
   対象施設に、北海道新幹線（津軽海峡線と共用する区間）に係る一定の鉄道施設を追加 
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特例の内容 

○ 南海トラフ地震防災対策推進地域の国際戦略港湾等※において、民間事業者が所有する国の無利子資金の

貸付けを受けて改良された護岸、岸壁及び物揚場        

 → 最初の５年間 課税標準を価格の２／３とする。（適用期限：平成30年３月31日まで） 

緊急物資 

燃油供給 

航路 

耐震強化岸壁 

石油桟橋 護
岸 

特例対象施設 

※ 南海トラフ地震防災対策推進地域、日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震防災対策推進地域及び首都直下地震緊急対

策区域の国際戦略港湾、国際拠点港湾及び重要港湾 

裏埋土 
裏込石 

セメント固化処理 

護岸 

航路 

＜護岸の耐震改修の例＞ 

港湾の民有護岸等の耐震化の推進に係る固定資産税の課税標準の特例措置の創設（案） 
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○ 買取再販事業者が中古住宅（新築から10年以上経過しているものに限る）を取得し、２年以内に一定のリフォーム工事

（耐震、省エネ、バリアフリー等）を行った上で個人（自己居住用に限る）に販売した場合に、買取再販事業者が取得す

る中古住宅に係る不動産取得税の税額を減額（注１）する特例措置（注２）を創設（H27.4.1～H29.3.31） 

特例の概要 

買取再販事業者が取得する中古住宅に係る不動産取得税の減額措置の創設（案） 

（注２）本特例措置が適用される平均的な中古住宅※は、築年数18.5年（平成８年建築）、評価額580万円。 

    ※平成26年度における登録免許税の特例措置（本特例措置と同一要件）の適用実績の平均。 

（注１）中古住宅の築年月日に応じた控除額（個人が取得する中古住宅に係る課税標準の特例措置と同様）に、税率を乗じて得た額を減額。 

築年月日 控除額（万円）

平成９ 年４月１日～ 1,200

平成元年４月１日～平成９年３月31日 1,000

昭和60年７月１日～平成元年３月31日 450

昭和56年７月１日～昭和60年６月30日 420

昭和51年１月１日～昭和56年６月30日 350

昭和48年１月１日～昭和50年12月31日 230

昭和39年１月１日～昭和47年12月31日 150

                          ～昭和38年12月31日 100
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平成27年度税制改正（案）におけるわがまち特例の導入について 
【固定資産税・都市計画税・不動産取得税】 

○都市再生特別措置法に基づき認定事業者が取得する公共施設等に係る課税標準の特例措置について、わがまち特例を導入した上、適用
期限を２年延長。 

対象資産 対象地域 特例率等 

公共施設及び一定の都市利
便施設の用に供する家屋及
び償却資産 

都市再生緊急整備地域 
３／５を参酌して１／２以上７／10以下で市町村の条例で定める割合を乗じて得た額
（現行：３／５） 

特定都市再生緊急整備地域 
１／２を参酌して２／５以上３／５以下で市町村の条例で定める割合を乗じて得た額 
（現行：１／２） 

○管理協定が締結された津波避難施設に係る課税標準の特例措置について、わがまち特例を導入した上、適用期限を３年延長。 

対象資産 特例率等 

津波避難施設等 １／２を参酌して１／３以上２／３以下で市町村の条例で定める割合を乗じて得た額 （現行：１／２） 

○新築のサービス付き高齢者向け賃貸住宅に係る税額の減額措置について、わがまち特例を導入した上、適用期限を２年延長。 

対象資産 特例率等 

サービス付き高齢者向け住宅 ２／３を参酌して１／２以上５／６以下で市町村の条例で定める割合を減額 （現行：２／３） 

わがまち特例の導入状況 
固定資産税･･･１２項目（４項目）、都市計画税･･･３項目（２項目）、不動産取得税･･･２項目（２項目） 

※（  ）書きは平成27年度税制改正（案）による追加分 

対象資産 対象地域 特例率等 

土地及び家屋 

都市再生緊急整備地域 
１／５を参酌して１／１０以上３／１０以下で都道府県の条例で定めた割合を控除 
（現行：１／５） 

特定都市再生緊急整備地域 
１／２を参酌して２／５以上３／５以下で都道府県の条例で定める割合を控除 （現
行：１／２） 

【固定資産税】 

【固定資産税】 

【固定資産税・都市計画税】 

【不動産取得税】 

※具体的な対象資産：（家屋）管理協定の対象となる津波避難施設のうち避難の用に供する部分、（償却資産）誘導灯、誘導標識、自動解錠装置 

※具体的な対象資産：（公共施設）公園、広場等  （都市利便施設）緑化施設、通路 

微修正 0108 
修正  0120 
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償却資産課税 
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区 分 固 定 資 産 税 

１．納税義務者 土地、家屋又は償却資産の所有者 

２．課税標準 

 

価格（適正な時価） 

 ※ 土地及び家屋は３年ごとに評価替え

（直近では平成24年度に実施。次回は平

成27年度に予定） 

 ※ 償却資産は、取得価額を基礎として、

経過年数に応じ、定率法（旧定率法）に

より償却 

３．税 率 標準税率 1.4％ 

固定資産税の償却資産課税に係る地方団体からの要望等 

○ 固定資産税収は、約8.5兆円（市町村税収全体の４割超）の税収規模。うち償却資産分は約1.5兆円(18.1%）と、市町村

にとって安定した非常に重要な基幹税源。 

○ 地方団体からは、国の経済対策等の観点から償却資産課税の削減を行うべきではなく、地方団体の貴重な財源と

なっていること等を踏まえ、現行制度を堅持してほしい旨の要望が数多く出されている。 

土地 
40.0％ 

33,990億円 

家屋 
41.8％ 

35,514億円 

償却資産 
18.1％ 

15,387億円 

固定資産税 84,890億円 地方団体からの償却資産課税の堅持に関する要望（抜粋） 

 
 
○ 償却資産に対する固定資産税については、固定資産税が市町村財
政を支える安定した基幹税であることに鑑み、制度の根幹を揺るが
す見直しは断じて行うべきではなく、現行制度を堅持すること。 

 

 

○ 償却資産に対する課税については、国の経済対策等の観点から、 
 制度の根幹を揺るがす見直しは断じて行うべきではなく、現行制度
を堅持すること。 

 
 

○ 土地・家屋と一体となって生産活動に使われている償却資産に係
る固定資産税については、町村の重要な財源であり、国の経済対策
等の手段として見直されることとなれば、町村の財政に多大な支障
を生じることから、現行制度を堅持すること。 

 
 

○ 償却資産に係る固定資産税については、償却資産の保有と市町村
の行政サービスとの受益関係に着目して課するものとして定着して
おり、創意工夫により地域活性化に取り組んでいる市町村の貴重な
自主財源を、国の経済対策のために削減するようなことはすべきで
はなく、現行制度を堅持すること。 

 
 
 

地方六団体 「平成27年度予算概算要求等について」（抄）（平成26年10月） 

全国知事会 「平成27年度税財政等に関する提案」（抄）（平成26年10月） 

全国市長会 「平成27年度 都市税制改正に関する意見」（抄）(平成26年9月) 

全国町村会 「平成27年度税制改正に関する要望」（抄）（平成26年9月） 

※平成24年度「地方財政状況調査」（総務省）における決算額による。 
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市町村における償却資産課税の状況 

（注１） 特別区の区域では東京都が課税を行っている。 
（注２） 計数は平成24年度｢市町村税徴収実績調｣（総務省）における収入済額である。 

② 償却資産に係る税収が大きい市町村 ① 償却資産に係る税収の割合が高い市町村 
（単位：百万円） （単位：百万円，％） 

○ 償却資産課税は、個々の市町村によっては財政運営の大黒柱に位置付けられるもの。 

順位 市町村名 償却資産税収 市町村税収 割合 

1  群馬県上野村 1,899 1,974 96.2 

2  長野県南相木村 929 1,006 92.4 

3  福島県檜枝岐村 468 524 89.3 

4  宮崎県木城町 2,880 3,333 86.4 

5  福島県川内村 332 400 83.0 

6  福島県双葉町 1,118 1,419 78.8 

7  岡山県新庄村 201 257 78.5 

8  北海道泊村 1,989 2,610 76.2 

9  福島県大熊町 2,033 2,694 75.4 

10  愛知県豊根村 313 421 74.3 

順位 市町村名 償却資産税収 

1  東京都特別区(注１) 131,114 

2  神奈川県横浜市 38,733 

3  大阪府大阪市 33,591 

4  愛知県名古屋市 24,997 

5  神奈川県川崎市 21,105 

6  兵庫県神戸市 17,188 

7  福岡県北九州市 15,968 

8  三重県四日市市 13,120 

9  大阪府堺市 12,789 

10  福岡県福岡市 12,457 
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※ 当該調査は、全国市長会により、88団体（県庁所在地、政令指定都市、中核市、その他抽出市）を対象に実施されたもの。 

全国市長会「償却資産の取得等に係る各種補助制度に関する 
都市自治体の実態調査」結果(平成26年11月) 

償却資産課税を国で一律に非課税としてしまう場合、市町村が行っている独自施策の余地を奪うことになってしまう。 

 ○ 多くの団体が、「工場立地・企業誘致促進」を図るため、設備投資補助制度や融資制度を設けている。 

 ○ 設備投資補助金の算出基礎を、固定資産税などの「税相当額の一定割合」としている団体も数多い。 

＜償却資産の取得等に係る設備投資補助制度の対象（平成26年11月）（※２）＞ 

 
 

回答のあった 
７１団体中（Ａ） 

設備投資補助制度を 
有している団体 

融資制度を 
有している団体 

 
 
 

（Ｂ） 

 
 
 

（Ｂ）/（Ａ） 

うち「税相当額の一定割合」
を算出基礎とする団体 

 
 
 

（Ｄ） 

 
 
 

（Ｄ）/（Ａ） （Ｃ） （Ｃ）/（Ｂ） 

「工場立地・企業誘致促進」施策の状況 ６４団体 ９０．１％ ３４団体 ５３．１％ ２４団体 ３３．８％ 

「中小企業の設備投資促進」施策の状況 ２０団体 ２８．２％  ８団体 ４０．０％ ５６団体 ７８．９％ 

＜産業振興施策の実施状況（平成25年11月） （※１） ＞ 

償却資産の取得等に係る 
設備投資補助制度を有している 

６６団体中（Ａ） 

新設補助制度を有している団体 

 
 

（Ｂ） 

 
 

（Ｂ）/（Ａ） 

うち増設も対象とする団体 うちリースも対象とする団体 

（Ｃ） （Ｃ）/（Ｂ） （Ｄ） （Ｄ）/（Ｂ） 

償却資産の取得等に係る 
各種補助制度の実施状況 

６４団体 ９７．０％ ５７団体 ８６．４％ １７団体 ２６．６％ 

※１ 工場立地、企業誘致促進及び設備投資促進に係る補助制度の有無を調査。 
※２ 償却資産のうち機械及び装置に係る補助制度の有無を調査。 22



固定資産税に対する地方財政審議会意見（平成26年12月19日） 

第二 平成27年度地方税制改正等への対応 

 ４ 固定資産税のあり方 

 （２）償却資産に対する固定資産税 

    昨年度と同様、償却資産に対する固定資産税の「抜本的見直し」を求める要望が関係省庁からなされて

いる。 

    償却資産に対する固定資産税に関しては、①市町村の安定的な自主財源として定着していること、②国

の経済政策の一環としての租税特別措置は、国税で対応すべきであること、③産業振興や地域活性化に取

り組む市町村の自主財源を奪うことは地方分権に逆行すること、④固定資産税の軽減措置の投資促進効果

に疑問があること等から、廃止・縮減することは不適当との意見を、昨年度も述べたところである。 

    償却資産に対する固定資産税は、平成24年度で約1.5兆円の税額となっているため、この見直しに対す

る市町村の反発は非常に強い。加えて、①昨年度に意見を述べた状況と大きく変化がないこと、②そもそ

も固定資産税は、資産の保有と行政サービスとの受益関係に着目し応益的に課税する財産税であり、企業

の事業活動に現に供されている償却資産について市町村の行政サービスを享受していること、③アメリカ

では一般的であり、カナダ、イギリス、香港、韓国など各国でも償却資産課税が行われていること、を踏

まえればこれを縮減・廃止することは不適当である。 

○「平成27年度地方税制改正等に関する地方財政審議会意見」（抄）                     
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平成27年度税制改正大綱 
（固定資産税の償却資産課税に関する税制措置関係部分抜粋） 

18 設備投資促進を目的とした固定資産税の償却資産課税に関する税制措置については、固定資産

税が基礎的自治体である市町村を支える安定した基幹税であることを踏まえ、政策目的とその効

果、補助金等他の政策手段との関係、新たな投資による地域経済の活性化の効果、市町村財政へ

の配慮、実務上の問題点など幅広い観点から、引き続き検討する。 

第三 検討事項 

 

平 成 2 6 年 1 2 月 3 0 日 
自 由 民 主 党 
公 明 党 
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